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京都大学 白浜水族館（撮影：京都通信社）
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理事（財務・入試担当）・副学長　村上 章

主な運営財源の推移
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Message

財務担当理事メッセージ 

令和2事業年度を振り返って
　令和2年10月より、理事（財務・入試担当）・副学長を拝命し

ました。新型コロナウイルス感染症拡大の中での着任となりまし

たが、世界経済が異次元の危機に直面して転換局面を迎えてお

り、我が国においても雇用、経済、財政が悪化する中、財務担当理

事としてその任務の重要性と責任を再認識しています。

　さて、現在我が国では、一般会計歳入の約3分の1を公債金に

依存するなど、厳しい状況下にあります。このような状況の中で、

政府は経済再生と財政健全化の達成に向け徹底した歳出改革に

取り組むとともに、国立大学法人には、教育・研究・医療活動の

高い質を確保しつつ戦略的な経営強化の必要性を説くなど、より

一層の改革の実行を求めてきました。加えて令和元事業年度から

導入された、客観・共通指標に基づく客観性の高い評価・資源配

分の仕組みである「成果を中心とする実績状況に基づく配分」に

おいて、令和2事業年度からは教育研究や学問分野ごとの特性を

反映した指標が追加されるとともに、配分割合・変動幅が拡大さ

れるなど、成果や実績による客観的な評価を通じて、第4期中期

目標期間に向けた一層の経営改革の推進も求められています。

　また、第4期中期目標期間では、国立大学が自らのミッション

に基づいて、自律的・戦略的な経営を進め、社会のさまざまなス

テークホルダーと互恵的に協働することを通じて信頼関係を深

め、社会変革や地域の課題解決を主導していくことを期待されて

います。

　他方、平成16年4月の国立

大学法人化時点を基準として、

国立大学法人運営費交付金の

減少等、大学の裁量をもって編

成可能な基盤的な経費は縮小

傾向にあります。さらに令和2

事業年度においては、新型コロ

ナウイルス感染症拡大の中、学

内での感染防止対策、修学が困難となった学生への支援など、本

学でもさまざまな財政支援を実施してまいりました。このような

刻々と変化する昨今の状況において、今後の戦略的な運営を行う

ために、安定的に財源を確保すると同時に、メリハリのある計画

的財政運営を行うことが必要だと感じています。そのため、財政

基盤となる運営費交付金に加えて競争的資金等の拡充を目指し

ていきます。

　本学を日頃より支えてくださっているみなさまにおかれまして

は、より一層のご支援、ご協力を賜りますと幸甚に存じます。
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 Section 3 Section 2
 Section 4 京都大学の会計情報

 Section 1

Amount Received

総事業費（受入額）の概況

主な運営財源の推移
　令和2事業年度の本学の総事業費（受入額）は、前事業年度よ

り9億円減少し1,792億円となりました。減少の主な要因は、附

属病院収入の減少です。

　附属病院収入の減少（△21億円）の要因は、新型コロナウイル

ス感染症対応として、受入病床の確保等で患者数が減少したこと

等に伴うものです。

　外部資金のうち、補助金等収入（＋28億円）については大きく

増加しています。また、受託・共同研究等収入（＋2億円）は増加

している一方で、科学研究費補助金等（△2億円）は新型コロナウ

イルス感染症の影響で次年度への繰越が多く発生したため、受入

額が減少しています。

　本学がこれまで果たしてきた多様な役割に加え、社会からの

期待や要請に応え、新たな課題解決の、社会変革の原動力とな

るためには、限られた資源の有効活用を一層図るだけでなく、新

たな改革に取り組んでいく必要があります。本学は、京都大学の

改革と将来構想を踏まえて、第３期中期計画を着実に実行し、第

４期中期計画を見据えながら、自己収入の拡充や競争的資金等

のさらなる獲得に努めることにより、多角的な視野から財政基盤

の強化を図っていくとともに、経費の計画的かつ適正な執行に

努めています。
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【貸借対照表に関する特記事項】

貸借対照表の概要

土地
建物等※１

工具器具備品等※２

図書
建設仮勘定※３

投資有価証券
関係会社有価証券※４

長期性預金

現金及び預金※5

金銭の信託
有価証券
未収入金
その他
　　資産合計

資産の部

　資産見返負債
　借入金※6

　長期未払金
　寄附金債務※7

　未払金
　その他※8

　　負債合計

負債の部

　資本金
　資本剰余金※9

　利益剰余金※10

　当期未処分利益・未処理損失
　　純資産合計
　負債･純資産合計

純資産の部
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【資産】
（※1）建物等△56億円：

ウイルス再生研3号館の改修、特高変電所の受変電設備の改修等による増加
（＋52億円）と、減価償却累計額の増加（△108億円）

（※2）工具器具備品等＋5億円：
取得した工具器具備品等の増加（＋29億円）と、減価償却累計額の増加（△24
億円）

（※3）建設仮勘定＋17億円：
附属病院の中央診療棟・北病棟の改修工事等による増加

（※4）関係会社有価証券＋25億円：
産業競争力強化法に基づくイノベーション京都2021投資事業有限責任組合等
への出資による増加

（※5）現金及び預金＋13億円：
業務活動によるキャッシュフロー（＋157億円）、投資活動によるキャッシュフ
ロー（△42億円）、財務活動によるキャッシュフロー（＋18億円）
なお、キャッシュフロー計算書には、資金の範囲の相違による影響（定期預金の
取得による支出および払戻による収入）が含まれています。（△120億円）

【負債】
（※6）  借入金＋28億円：

（独）大学改革支援・学位授与機構からの新規借入による増加（＋37億円）と、
当期返済による減少（△9億円）

（※7）  寄附金債務＋19億円：
寄附金の未使用額である寄附金債務の増加

（※8）  その他（負債の部）＋28億円：
新型コロナウイルスの影響による預り金（科学研究費補助金等）の繰越増等に
よる増加

【純資産】
（※9）  資本剰余金△23億円：

施設整備費補助金等を財源とする固定資産の取得による増加（＋49億円）と、
出資資産や施設整備費補助金等で購入した資産の減価償却費相当額の累計
である損益外減価償却累計額等の増加（△72億円）

（※10）ここでの「利益剰余金」は前中期目標期間繰越積立金、教育研究等積立金、積
立金の合計を表しています。

Financial Highlights

令和2事業年度決算 財務ハイライト
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【経常収益（＋6億円）】
（※5）運営費交付金収益△8億円：

災害支援関連経費等の特殊な要因による経費等を翌年度へ繰り越したことによ
る当年度の収益の減少等

（※6）附属病院収益△26億円：
新型コロナウイルス感染症患者の受入体制構築のための手術枠制限や受入病
床の確保等で患者数が減少したことに伴う減少等

（※7）補助金等収益＋28億円：
文部科学省や京都府からの新型コロナウイルス対応にかかる補助金の受入額増
加等

【経常費用（△5億円）】
（※1）人件費＋7億円：

常勤職員にかかる人件費等が増加したことによる増加等
（※2）教育経費＋8億円：

新型コロナウイルス感染症対応として、授業料免除枠の追加、京都大学緊急給付
型奨学金等の緊急学生支援プランを実施したことによる増加等

（※3）診療経費△16億円：
新型コロナウイルス感染症患者の受入体制構築のための手術枠制限や受入病
床の確保等で患者数が減少したことに伴う減少等

【当期総利益（＋1億円）】
（※4）令和2事業年度の当期総利益（1億円）は、全額が本学の運営努力による利益であ

り、文部科学大臣の経営努力認定を受けた後、次年度以降の教育・研究・診療を
充実させるために、中期計画の剰余金の使途に従って使用することが認められて
います。※詳細は65～66ページ参照

【損益計算書に関する特記事項】

損益計算書の概要

経常費用
　人件費※1

　教育経費※2

　研究経費
　診療経費※3

　教育研究支援経費
　受託研究費等
　一般管理費
　借入金利息等
　　経常費用合計
臨時損失

　　　　　　　　計
当期総利益（損失）※４

（693）
（71）
（204）
（290）
（25）
（307）
（36）
（3）

（1,629）
（21）

（△21）

（元年度）

7
8

△3
△16
0
3

△2
△2
△5
△20

22

増減

43.1%
4.9%
12.4%
16.9%
1.5%
19.1%
2.1%
0.0%

100.0%

構成比

700
79
201
274
25
310
34
1

1,624
1

1,625
1

2年度

経常収益
　運営費交付金収益※5

　学生納付金収益
　附属病院収益※6

　受託研究等収益
　寄附金収益
　補助金等収益※7

　科研費等間接経費
　その他収益
　　経常収益合計
臨時利益
目的積立金等取崩
　　　　　　　　計 

（544）
（136）
（405）
（309）
（54）
（34）
（28）
（97）

（1,607）
（9）
（13）

（元年度）

△8
0

△26
0
4
28
1
7
6

△7
△2

増減

33.2%
8.4%
23.5%
19.2%
3.6%
3.8%
1.8%
6.5%

100.0%

構成比

536
136
379
309
58
62
29
104
1,613

2
11

1,626

2年度

（単位：億円）

役員・教員・職員人件費（退職給付を除く）の推移
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報告書に掲載している関連の情報は、以下のウェブサイトで公表しています。

令和2事業年度（第17期）財務諸表等
https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/about/publication/
disclosure/accounting.html

WEB
CHECK!

財務諸表等は、国立大学法人法に基づき監事監査を受けるとともに、本

学の会計監査人である有限責任監査法人トーマツの会計監査を受けて

います。
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（単位：百万円、単位未満切り捨て）資産の部

貸借対照表
財務諸表等の要約

（※1）減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して著しく低
下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収
可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累
計額です。

（※2）国債、地方債、政府保証債その他の債券であり、そのうち期末日の翌日から起算
して償還日が1年を超えて到来するものです。

（※3）投資事業有限責任組合契約に関する法律第3条第1項に規定する投資事業有
限責任組合契約に基づき取得した有価証券です。

貸借対照表とは、財政状態を明らかにするために、決算日におけるすべての資産（土地、

建物、工具器具備品、現金及び預金等）、負債（運営費交付金債務、未払金等）および純資

産（政府出資金、資本剰余金等）を表示するものです。

（※4）通常の業務活動により発生した未収債権であり、未収学生納付金収入、未収附
属病院収入およびそれ以外に分けて表示しています。

（※5）将来において、徴収できない可能性の高い未収債権に対する引当金です。
（※6）国債、地方債、政府保証債その他の債券であり、そのうち期末日の翌日から起算

して償還日が1年以内に到来するものです。

科目 16年度
（H17.3.31）

元年度
（R2.3.31）

2年度
（R3.3.31）

増△減
（前年比較）

固定資産 △
土地
　減損損失累計額※1 △ △ △
建物
　減価償却累計額 △ △ △ △
　減損損失累計額※1 △ △
構築物
　減価償却累計額 △ △ △ △
　減損損失累計額※1 △ △
工具器具備品
　減価償却累計額 △ △ △ △
図書
美術品・収蔵品
建設仮勘定
特許権 △
借地権
ソフトウェア △
投資有価証券※2

関係会社株式
その他の関係会社有価証券※3

長期性預金
その他 △
流動資産
現金及び預金
未収学生納付金収入※4 △
　徴収不能引当金※5 △ △ △
未収附属病院収入※4 △
　徴収不能引当金※5 △ △ △
未収入金※4 △
金銭の信託
有価証券※6 △
たな卸資産 △
医薬品及び診療材料
その他

資産合計
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（単位：百万円、単位未満切り捨て）負債の部

（※7）  国立大学法人会計基準に基づき、運営費交付金等で減価償却資産を取得した
場合に取得原価に相当する金額を負債から振り替え、当該資産が費用化（減価
償却費）される時点において資産見返負債戻入として収益化する会計処理のた
めの科目です。（64ページ参照）

（※8）  法人化の際に、国立学校特別会計から（独）大学改革支援・学位授与機構が承
継した借入金の償還のための同機構への拠出債務です。

（※9）  国から交付された運営費交付金の未使用相当額です。
（※10）寄附者が使途を特定した寄附金および本学が使用に先立ってあらかじめ計画的

に使途を特定した寄附金の未使用相当額です。
（※11）受託研究等収入（共同研究収入および受託事業収入等を含む）を受領したもの

のうち、受託研究等が終了していない場合に計上される科目です。
（※12）政府からの金銭出資および金銭以外の財産による現物出資の金額の累計額です。
（※13）国立大学法人会計基準に基づき、施設整備費補助金等で減価償却資産を取得

した場合に減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定された
資産にかかる減価償却累計額です。（64ページ参照）

（※14）固定資産の減損にかかる国立大学法人会計基準に基づき、中期計画等で想定し
た業務運営を行ったにもかかわらず発生した減損にかかる減損損失累計額です。

（※15）産業競争力強化法第21条に基づき、特定研究成果活用支援事業を実施するこ
とで得られる有価証券にかかる投資事業組合損益累計額、関係会社株式評価
損累計額です。

（※16）前中期目標期間繰越積立金：中期目標期間最終年度における積立金のうち、文
部科学大臣より次期中期目標期間への繰越が承認された前中期目標期間繰越
積立金の残額です。
教育研究等積立金：経営努力認定（文部科学大臣の承認）を受けた目的積立金
の残額です。
積立金：経営努力認定以外の資金の裏付けのない積立金の残額です。
（いずれも66ページ参照）

純資産の部

科目 16年度
（H17.3.31）

元年度
（R2.3.31）

2年度
（R3.3.31）

増△減
（前年比較）

資本金
　政府出資金※12

資本剰余金 △ △
　資本剰余金
　損益外減価償却累計額※13 △ △ △ △
　損益外減損損失累計額※14 △ △ △
　損益外有価証券損益累計額（その他）※15 △ △ △
　その他

利益剰余金 △
　前中期目標期間繰越積立金※16 △
　教育研究等積立金※16 △
　積立金※16

　当期未処分利益（未処理損失） △
純資産合計 △

負債・純資産合計

科目 16年度
（H17.3.31）

元年度
（R2.3.31）

2年度
（R3.3.31）

増△減
（前年比較）

固定負債
　資産見返負債※7 △
　大学改革支援・学位授与機構債務負担金※8 △
　長期借入金
　長期未払金 △
　その他 △

流動負債
　運営費交付金債務※9

　寄附金債務※10

　前受受託研究費等※11

　一年以内返済予定大学改革支援・学位授与機構債務負担金※8 △
　一年以内返済予定長期借入金
　未払金 △
　その他

負債合計
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（単位：百万円、単位未満切り捨て）

（※1）運営費交付金債務のうち、期間進行基準、業務達成基準、費用進行基準のいず
れかの基準に応じて収益化したものです。

（※2）使途を特定して受け入れた寄附金において費用に充当した収益および使途を特
定せず受け入れた寄附金にかかる収益です。

（※3）受け入れた補助金等において費用に充当した収益です。
（※4）科学研究費補助金等の間接経費の受入にかかる収益です。（62ページ参照）

科目 16年度
（H16.4-H17.3）

元年度
（H31.4-R2.3）

2年度
（R2.4-R3.3）

増△減
（前年比較）

経常費用
業務費 △
　教育経費
　研究経費 △
　診療経費 △
　教育研究支援経費
　受託研究費等
　人件費
一般管理費 △
財務費用 △
雑損 △

経常費用合計 △
経常収益
運営費交付金収益※1 △
学生納付金収益 △
附属病院収益 △
受託研究等収益 △
寄附金収益※2

補助金等収益※3

研究関連収入※4

資産見返負債戻入※5 △
財務収益
その他

経常収益合計

経常利益（損失） △ △

臨時損失 △
臨時利益 △
目的積立金取崩額 △
前中期目標期間繰越積立金取崩額

当期総利益（損失）※6 △

損益計算書
財務諸表等の要約

損益計算書とは、運営状況を明らかにするために、一事業年度におけるすべての費用（教

育経費、研究経費等）と収益（運営費交付金収益、学生納付金収益等）を表示するものです。

（※5）運営費交付金等で取得した固定資産（償却資産）を減価償却する際に、その減価
償却相当額を資産見返負債から収益に振り替える会計処理のための科目です。
（64ページ参照）

（※6）国立大学法人会計においては、原則として損益が均衡するように制度が設計さ
れていますが、一部の会計処理においては運営努力の如何に関わらず利益や損
失が生じることがあります。（65ページ参照）
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（単位：百万円、単位未満切り捨て）

財務諸表等の要約

キャッシュ・フロー計算書

（※1）投資事業有限責任組合契約に関する法律第3条第1項に規定する投資事業有
限責任組合契約に基づく有価証券の取得にかかる支出額です。

キャッシュ・フロー計算書とは、資金の調達や運用状況を明らかに

するため、一事業年度の資金の流れを「業務活動」・「投資活動」・

「財務活動」の三つの区分に分けて表示するものです。

（※2）施設整備費補助金および（独）大学改革支援・学位授与機構交付金の入金額です。

科目 16年度
（H16.4-H17.3）

元年度
（H31.4-R2.3）

2年度
（R2.4-R3.3）

増△減
（前年比較）

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ △ △ △
人件費支出 △ △ △ △
その他の業務支出 △ △ △ △
運営費交付金収入 △
学生納付金収入 △
附属病院収入 △
受託研究等収入
補助金等収入
寄附金収入
その他収入
業務活動によるキャッシュ・フロー △

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
金銭の信託の取得による支出 △ △
有価証券の取得による支出 △ △ △ △
有価証券の売却及び償還による収入
関係会社株式の取得による支出 △ △
その他の関係会社有価証券の取得による支出※1 △ △ △
出資金の分配による収入 △
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ △ △
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入
施設費による収入※2 △
施設費の精算による返還金の支出 △ △ △
定期預金の取得による支出 △ △
定期預金の払戻による収入 △

小計 △ △ △
利息及び配当金の受取額
投資活動によるキャッシュ・フロー △ △ △
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 △ △ △
大学改革支援・学位授与機構からの借入れによる収入 △
大学改革支援・学位授与機構借入金の返済による支出 △ △
PFI債務等の返済による支出 △ △
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ △ △

小計 △ △
利息の支払額 △ △ △
財務活動によるキャッシュ・フロー △ △

Ⅳ．資金増加額（又は減少額） △
Ⅴ．資金期首残高 △
Ⅵ．資金期末残高
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（単位：百万円）

決算報告書（決算額）

（※1）国立大学法人が行う特定研究成果活用支援事業に対して国から交付された出
資金です。

（※2）（独）大学改革支援・学位授与機構に対する債務負担金・借入金の償還に要する
支出です。

財務諸表等の要約

区分 16年度
（H16.4-H17.3）

元年度
（H31.4-R2.3）

2年度
（R2.4-R3.3）

増△減
（前年比較）

収入

運営費交付金 △

施設整備費補助金 △

施設整備資金貸付金償還時補助金

補助金等収入

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金

自己収入 △

　授業料、入学料及び検定料収入 △

　附属病院収入 △

　雑収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 △

引当金取崩

長期借入金収入 △

前中期目標期間繰越積立金取崩

目的積立金取崩 △

出資金※1

計 △

支出

業務費 △

　教育研究経費 △

　診療経費 △

施設整備費 △

補助金等

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

長期借入金償還金※2 △

出資金※3

計

収入－支出 △

決算報告書とは、国における会計認識基準に準じ、現金主義を基礎としつつ出納整理期の考え方を踏まえ、一部発生主義を取り入れて国

立大学法人等の運営状況を収入・支出ベースで報告するものです。現金主義を基本としているため、減価償却資産の取得において損益計

算書では資産の取得額を減価償却期間で按分した減価償却費を計上するところ、決算報告書では資産を取得した年度に取得額全額を計

上するなどの違いがあります。

（※3）国立大学法人が行う特定研究成果活用支援事業の実施に伴う出資金です。
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国立大学法人会計の仕組み

国立大学法人の会計は、一般に公正妥当と認められた企業会計

原則に準拠することとされています。他方、国立大学法人は公的な

性格を有し、利益の獲得を目的とせず、独立採算制を前提としてい

ません。また、主たる業務内容が教育・研究である等の特性も考慮す

る必要があります。国との関係においても、施設整備費補助金による

施設の建設のように国立大学法人の独自判断では意思決定が完結

し得ない行為に起因する支出など、国立大学法人の業績を評価する

手段としての損益計算に含めることが合理的ではない支出も存在し

ます。そこで、企業会計原則に必要な修正が加えられた基準として国

立大学法人会計基準が定められています。ここでは、本学の財政状

態や運営状況を理解するために必要な情報として、国立大学法人の

活動を支える最大の収入源である運営費交付金の算定の仕組みや、

業績評価等の観点から修正が加えられている国立大学法人会計の

独特な仕組みについて、できる限り簡潔に説明します。

企業会計における財務報告の目的はさまざまですが、その一つに、

投資家による企業成果の予測と企業価値の評価に役立つ財務状況の

開示が挙げられます。貸借対照表と損益計算書を通じて企業の財政状

態および経営成績を開示することで、自己責任で将来を予測し投資判

断をする人 に々対して、投資意思決定に有用な情報を提供しています。

他方、公共的な性格を有し、利益の獲得を目的とせず、独立採

算制を前提としない国立大学法人も貸借対照表と損益計算書を

開示しますが、損益計算書は経営成績ではなく、中期計画・年度

計画に基づく国立大学法人の運営状況を明らかにするために開

示されています。

国立大学法人は、国からの運営費交付金、学生からの納付金や

病院収入などの自己収入、受託研究費や寄附金、研究者個人に交

付される科学研究費補助金等などの外部資金を原資として活動

しており、収入源（財源）の性質に応じて会計処理が定められてい

ます。

運営費交付金は、国立大学法人の活動を支える資金のうち大

きな割合を占める財源であり、各国立大学法人が中期目標・中期

計画で計画した事業を実行するために措置されます。その額は、

中期目標・中期計画の実行に必要な経費（運営費交付金対象事業

費）と、その年に獲得できる自己収入を見積もり、その差額として

算出されます。

運営費交付金対象事業費は、国立大学法人法第22条（業務の

範囲等）の範囲内で実施される教育研究業務等の事業にかかる

費用（外部資金で賄われる費用を除く）ですが、各国立大学法人

に配分される運営費交付金は、上述のとおり、収支差により算定

されるため、多く渡すことも少なく見積もることもなく、常に収支

均衡となる仕組みが取られています。

なお、科学研究費補助金等はいわゆる競争的資金として一人

または複数の研究者により行われる研究計画の研究代表者に交

付される補助金であって、研究機関に交付されるものではありま

せん。したがって、科学研究費補助金等は国立大学法人の収入に

算入されていません。他方、その取扱事務は研究機関の事務局で

処理することとされているため、国立大学法人において預り金と

して処理し、事務取扱いに要する間接費相当額は法人の収益とし

て整理されています。

Ⅰ．はじめに

Ⅱ．国立大学法人の収入源

Ⅲ．国立大学法人と民間企業の違い

活動の主な目的主体 利益の獲得

利害関係者の経済的利益最大化、企業価値最大化 目的とする

公共的性格を有する教育・研究などの推進

民間企業

大　学 目的としない

総事業費

収入予算 支出予算

患者▶ 自
己
収
入

附属病院収入 附属病院経費

学生▶ 学生納付金 運
営
費
交
付
金
対
象
事
業
費

教育研究業務の
実施に必要となる
基盤的な経費

取引先▶ 雑収入

国▶

運
営
費
交
付
金

基盤的な経費分

特殊な要因分
退職手当や特殊な
要因による経費

国▶ 施設整備費補助金 施設整備等経費

企業等▶ 受託研究等収入 受託研究等経費

支援者▶ 寄附金収入 寄附金事業費

国等▶ 科研費補助金等 科研費補助金等

外
部
資
金

62

 Section 3 Section 2
 Section 4 京都大学の会計情報

 Section 1



国 大　学

業務の実施

運営費
交付金 ①負債

時間の経過

②収益

③利益 運営努力
による利益

実際に発生した
費用

収入源 教育・研究などを行う
義務（負債）の発生

　負債を収益に振り替える処理を収益化と呼び
ますが、一般に教育研究などの業務進行度の客
観的な測定は困難です。
　そこで運営費交付金については、中期計画お
よびこれを具体化する年度計画等において計画
された業務の進行と、交付された運営費交付金
とが期間的に対応しているとみなして、交付され
た事業年度に運営費交付金債務を収益化する
こと（＝期間進行基準）を原則としています。

（※）「期間進行基準」とは

国立大学法人会計の仕組み

費用と収益の考え方

企業における支出は、その業務活動のなかでより多くの収入を

獲得するために必要と思われる犠牲であり、ある期間の費用の合

計は、その期の収益を獲得するための原価と言えます。投資の成

果は、最終的には、投下した資金と回収した資金の差額にあたる

ネット・キャッシュフローであり、各期の利益の合計がその額に等

しくなるという関係にあるため、企業会計において、収益と費用の

対応関係を示す損益決算書は、投資家による企業価値評価の基

礎となる将来キャッシュフローの予測等に役立つことが想定され

ています。

これに対して、利益の獲得を目的としない国立大学法人におけ

る支出は、教育研究にかかる国の事業を確実に実施するためにな

され、より多くの収入をあげることは目的ではありません。また、

「Ⅱ．国立大学法人の収入源」で説明したとおり、国立大学法人に

配分される運営費交付金は、基本的に収支差により算定され、常

に収支均衡となる仕組みが取られています。したがって、中期目

標・中期計画およびこれらに基づく年度計画どおりに事業を実施

した場合、基本的にネット・キャッシュフローはゼロになります。

そこで、国立大学法人会計の損益計算書は、中期計画に沿って

通常の運営を行った場合、運営費交付金等の財源措置が行われ

る業務についてはその範囲において損益が均衡するように構築さ

れています。また、国立大学法人会計における収益は、国立大学

法人が実施した業務に要した費用に対応する収入源を示してい

ます。

損益均衡を前提とした会計処理（収益の認識基準）

国立大学法人会計は企業会計と同様に、費用については発生主

義を、収益については実現主義を採用しており、この点で違いはあ

りません。しかしながら、国立大学法人会計における収益の認識基

準については、若干の説明が必要かもしれません。一般的に、実現

主義に基づく収益は、①財貨または役務を提供し、②その対価とし

て現金または現金同等物を受領した時に認識するとされています。

この考え方を運営費交付金に当てはめてみると、以下のとおり

となります。

①運営費交付金は、受入時に負債に計上しますが、交付によって直

ちに収益となるわけではありません。これは、将来提供する業務の

対価としての現金を受領しただけであり、受入によって教育研究に

関する業務を実施する義務を負ったと考えるためです。そこで、受

け入れた現金に相当する負債（運営費交付金債務）を計上すること

になります。

②その後、教育研究などの業務が進行した場合、教育研究に関す

る業務を実施する義務を果たしたことになるため収益が実現した

と考えます。そこで負債を順次収益に振り替えていきます。

③計画どおりに業務を実施した場合は、収入＝支出となるため損

益は均衡しますが、経費節減等の運営努力により費用を節減した

場合には、利益が生じることになります（詳細は「Ⅵ.運営努力によ

る利益」をご覧ください）。

受入時に負債計上した後に収益を認識する財源には、上述の運

営費交付金のほか、授業料や外部資金（科学研究費補助金等を除

く）などがあります。また、運営費交付金は期間進行基準※により収

益化されることが原則とされていますが、運営費交付金のほかにも

国立大学法人はさまざまな資金を受け入れており、財源によって収

益化の基準（期間進行基準、業務達成基準、費用進行基準等）が定

められています。

Ⅳ．国立大学法人会計の独特な仕組み
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損益均衡を前提とした会計処理（減価償却）

国立大学法人会計も企業会計と同様に、減価償却資産を購入

した場合、取得に要した金額は取得した時に資産に計上し、その

資産の減価償却費を償却期間にわたり認識します。そのため、原

則として企業会計と同様に減価償却資産の取得価額に対応する

収益と費用が同一期間に均衡することは生じないはずです。とこ

ろが、国立大学法人は業務運営の財源を主に運営費交付金に依

存する一方、資産の減価部分については通常は運営費交付金の

算定対象とはならず、運営費交付金に基づく収益以外の収益に

よって充当することも必ずしも予定されていません。このような状

況下で、中期計画・年度計画に基づく国立大学法人の運営状況を

損益計算書において明らかにする必要があります。

そこで、国立大学法人会計では、取得した資産の減価償却費と

同額の収益を計上することにより費用を収益と均衡させる国立大

学法人会計特有の会計処理（財源別処理）が行われます。

減価償却費 資産見返負債戻入益 費用 収益 利益

10億円 10億円

10億円 10億円

10億円 10億円

0円

0円

1年目

2年目

3年目

10億円

10億円

10億円

10億円

10億円

10億円 0円

【資産購入時の会計処理】
　運営費交付金で購入した減価償却資産を資産計上
するとともに、運営費交付金債務を取り崩し、教育研究
などの業務の進行（減価償却費の発生）に応じて運営
費交付金を収益化するために設定された負債科目（資
産見返運営費交付金等）へ振り替えます。

【減価償却時の会計処理】
　減価償却費の発生に伴い、資産見返運営費交付金等
に計上された減価償却費相当額を、収益科目である資
産見返運営費交付金等戻入に振り替えることにより収
益化します。これにより減価償却費と収益化額が均衡
することになります。

+30億円 △30億円
機械30億円 機械の購入により

現金が30億円減少
機械の購入により、教育・
研究などを行う義務（負
債）が30億円減少

教育・研究などを行う義
務（負債）30億円分を資
産見返負債に振り替え

+30億円 △30億円

資 産 負 債

損益外減価償却費 減価償却累計額 純資産 資産 利益

10億円 10億円

10億円 10億円

10億円 10億円

0円

0円

1年目

2年目

3年目

△10億円

△10億円

△10億円

△10億円

△10億円

△10億円 0円

【資産購入時の会計処理】
　施設整備費補助金で購入した資産など、減価に対応
すべき収益の獲得が予定されない資産として特定され
た減価償却資産を資産計上するとともに、預り施設費
（債務）を取り崩し資本剰余金へ振り替えます。国から
現物出資された資産は、資本金を増加させます。

【減価償却時の会計処理】
　資産の減価に伴い、国立大学法人の業務を確実に実
施するために必要な財産的基礎が減少したため、資本
剰余金を減少させます。損益計算書を経由せず、資本剰
余金を直接減少させるため、損益に影響を与えません。

+30億円 △15億円
建物30億円
（施設整備費補助金15億円）
（現物出資15億円）

建物の取得により
現金が15億円減少

建物の取得により、国立
大学法人の財産的基礎
が30億円増加

建物の取得により、預り施
設費（負債）が15億円減少

△15億円 ＋30億円

資 産 負 債 純資産

❶減価償却費と同額の収益を計上する方法（財源別処理）

国立大学法人が固定資産を取得するにあたり、国は、国有財産

の現物出資あるいは施設整備費補助金の交付等を行うことがで

きるものとされています。国立大学法人会計基準上、資産の更新

にあたり出資者たる国により改めて必要な措置が講じられると想

定されるこれらの資産の減価償却に相当する額は、実質的には財

産的基礎の減少と捉えられます。また、この減価償却相当額は、

各期間に対応させるべき収益が存在せず、国立大学法人の運営

責任の範囲外にあると考えることができます。したがって、減価償

却相当額を損益計算上の費用として捉えることは、国立大学法人

の運営状況の測定を誤らせることになるため、国立大学法人会計

基準においては、現物出資や施設整備費等補助金により取得し

た資産について、資産の減価に見合う金額を損益計算上の費用

に計上せず、純資産の部に直接計上する方法（損益外減価償却処

理）によることとされています。なお、この取扱いは、取得時までに

別途特定された資産に限定されています。

❷資産の減価に見合う金額を純資産の部に直接計上する方法（損益外減価償却処理）
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●病院収入（30億円）を財源として減価償却資産を購入

病院収益 減価償却費
資金の裏付けのない
帳簿上の損益

30億円 10億円 +20億円（利益）

0円 10億円

0円

1年目

資産

30億円購入時

2年目

3年目 10億円

△10億円（損失）

△10億円（損失）

●病院収入を返済原資とする借入金を財源として減価償却資産を購入

30億円を借りて、病棟を建設した場合 返済期間 ： 20年（均等返済）
減価償却 ： 30年（毎年定額）

区 分
返済に充てられる収益
（病院収益）

累 計１～20年 21～30年

30億円毎年1.5億円 毎年0円
（20年で返済終了）

費 用
（減価償却費） 30億円毎年1億円 毎年1億円

資金の裏付けのない
損益 ±0円毎年+0.5億円

（利益）
毎年△1億円
（損失）

収益と費用を均衡させる国立大学法人会計特有の「財源別処

理」や「損益外減価償却処理」を行わないことにより発生した、一

定の期間における収益と費用の差から生じた利益を「資金の裏付

けのない帳簿上の利益」と呼びます。国立大学法人会計基準では、

事業の実施により収入を伴う場合には、当該事業の継続性・安定

性を開示するため、経営成績を加味した運営状況の開示が必要

とされています。そのため、附属病院における診療業務などは基

本的には企業会計と同様の処理となり、Ⅳ.で挙げたような財源別

処理や損益外減価償却処理を行いません。

そこで、附属病院収入を財源として購入した資産の購入金額に

見合う収益は購入年度に計上されますが、当該資産の減価償却

費は償却期間にわたって費用が分割して認識されます。したがっ

て、購入初年度には購入金額と減価償却費との差額分の利益が

認識され、購入翌年度から償却期間が終了するまでは、減価償却

費分の損失が発生することになります。

このように、「資金の裏付けのない帳簿上の利益」とは、収益の

発生年度が費用の発生年度より先行することにより生じる利益で

あり、次年度以降に発生する損失と相殺されることになります。な

お、病院収入を返済財源とする借入金で購入した減価償却資産

についても、借入金の返済期間と減価償却期間が異なる場合には

同じく、「資金の裏付けのない帳簿上の利益」が生じます。ただし、

これと同じことは企業会計でも生じます。国立大学法人会計にお

いては、Ⅵ.で挙げる「運営努力による利益」と区別するために、こ

のような呼び方をしています。

Ⅴ．資金の裏付けのない帳簿上の利益

これまで、国立大学法人の会計では損益均衡を前提とした処理

が行われ、損益均衡の例外として、事業の実施により収入を伴う

場合には資金の裏付けのない帳簿上の利益が生じる場合がある

ことを説明してきました。ここでは、利益が生じるもう一つの事例

を紹介します。

業務の効率化による支出の削減や積極的な自己収入増加を

図った結果、支出が収入を下回った場合、ネット・キャッシュフ

ローはプラスになります。同様に、事業が実施されず財源の執行

が計画どおりに行われなかった場合にも、支出が収入を下回る結

果、ネット・キャッシュフローはプラスになります。これらのケース

では、収益の認識基準の違いにより、認識される利益の金額が異

なります。

例えば、費用進行基準で収益を認識する財源については、費用

が発生した期間に同額の収益が認識されるため、損益が均衡し利

益は発生しません。そして、収入と支出の差額である未使用額は

負債として繰り越され、翌期以降の費用発生時に費用と同額の収

益が認識されることになり、翌期以降も損益が均衡します。

他方、期間進行基準で収益を認識することが原則とされる運営

費交付金等の財源は、収入額の全てを交付された事業年度に収

益として認識します。したがって、同じ期間内に発生した費用が収

益認識額を下回る場合には、収入と支出の差額である未使用額

は利益となり、負債として繰り越されることはありません。

国立大学法人の会計では、このように期間進行基準のもとで支

出が収入を下回った場合に認識される利益のうち、特に業務の効

率化や経費削減で費用が抑えられたこと等により増加した利益を

「運営努力による利益」と呼び、他の要因から生じた利益とは明確

に区別するとともに、各大学の経営努力を促すために「経営努力

認定」の制度が設けられています。

Ⅵ．運営努力による利益

国立大学法人会計の仕組み
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目的積立金 　経営努力認定を受けた利益で、次年度以降に中期計画で定めた剰余
金の使途に従って教育・研究・診療等を充実させるために使用

　資金の裏付けのない帳簿上の利益で、次年度以降の会計上の損失
と相殺積立金

当期未処分
利益

利益処分の承認

経営努力認定

目的積立金 （次期）中期目標
期間繰越積立金

積立金

　積立金処分において、次期中期目標期間への繰越が認められたもので
あり、次期中期計画で定めた積立金の使途に従って使用されます。
　目的積立金（運営努力による利益）と積立金（資金の裏付けのない帳簿
上の利益）の両方が含まれます。

　積立金処分において、次期中期目標期間への繰越が認められなかった
ものであり、国に返還されます。国庫納付金当期未処分利益

積
立
金
処
分

積立金

前中期目標期間
繰越積立金

ここでは、国立大学法人会計と企業会計の会計処理上の主な

相違点の背景を、特に損益計算書の観点から簡単に説明します。

企業会計では、獲得した利益により、株主が投下した資本がど

の程度回収されたかを把握することが重要であるため、収益と費

用の対応関係が重視されます。他方、利益の獲得を目的としない

国立大学法人会計では、費用と財源の対比や、費用と成果の対比

が重視されます。

費用と財源の対比とは、国立大学法人が提供するサービスがどの

財源でどれだけ賄われているのかを対比することです。国立大学法人

の損益計算書では、一年間の目的別の活動費用と対応する財源を対

比させることで、支援者のみなさまの負担額を明らかにしています。

費用と成果の対比とは、国立大学法人が提供するサービスによ

る成果が、活動にかかった費用に見合ったものであるかどうか対比

することです。「利益の処分に関する書類」において運営努力による

利益を開示することで、業務効率化の成果を明らかにしています。

教育研究を主たる業務とする国立大学法人の活動成果を金銭

価値で測定することは容易ではありません。そこで本学では、中

期目標・中期計画・年度計画・事業報告および国立大学法人評価

委員会による評価結果を公表しています。財務情報とこれらの情

報をあわせてご覧いただくことで、本学の活動成果が費用に見

合ったものであるか否かを、支援者のみなさまにもご判断いただ

けたらと考えています。

Ⅷ．最後に

通常の事業年度

前述したⅥ．で挙げた「運営努力による利益」については、大学

の運営努力によるものとして文部科学大臣に剰余金の使途の申

請を行い、「経営努力認定」を受けた利益は、次年度以降の教育・

研究・診療を充実させるために、中期計画の剰余金の使途に従っ

て使用することが認められています。この「経営努力認定」につい

ては、大学が運営努力の成果であると根拠を示した利益につい

て、財務大臣との協議の上で文部科学大臣が認定を行うという制

度になっています。

中期目標期間の最終事業年度

中期目標期間の最終事業年度は、通常の事業年度と異なる「積

立金処分」という手続きが必要になります。最終事業年度の貸借

対照表の目的積立金や積立金、前中期目標期間繰越積立金の残

高を全て積立金として整理し、当期未処分利益を含めた積立金の

処分を行います。

具体的には、当該積立金を次期中期目標期間に繰り越す合理

的理由があるかどうかについて、財務大臣との協議の上で文部科

学大臣が繰越承認を行うという制度になっています。文部科学大

臣の承認を得たものに限り「（次期）中期目標期間繰越積立金」と

して次期中期計画に定めた積立金の使途に従って使用することが

認められていますが、それ以外のものについては国への返還を求

められます。

Ⅶ．国立大学法人の利益処分等

 Section 3 Section 2
 Section 4 京都大学の会計情報

 Section 1
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